
 

 

「働きながら子育てを応援：育児・介護休業法」 

 

第 1回  改正育児・介護休業法について（その 1） 

 

三重労働局雇用均等室     

1．育児・介護休業法の歴史 

 育児休業、介護休業に関する法律について、その歴史を紐解いてみますと、民間企業における育児休業

は、1972 年施行の「勤労婦人福祉法」において「育児休業等育児に関する便宜の供与」が事業主の努力義

務として規定されたことが始まりです。1986 年に、勤労婦人福祉法が「男女雇用機会均等法」に改められたと

きにも、事業主の努力義務のまま同法に盛り込まれました。 

 育児休業が単独の法律となったのは 1992 年のことで、女性の職場進出、核家族化の進行等による家庭機

能の変化、さらには少子化に伴う労働力不足の懸念等を背景に「育児休業法」が同年 4月 1日から施行され

ました。 

 その後我が国は急速に高齢化が進み、介護の問題が大きくクローズアップされるようになりました。福祉サ

ービスの充実と相まって、勤労者が仕事を失うことなく介護ができる仕組み作りを求める声が高まり、介護休業

を育児休業と並んで法律に盛り込む改正が行われ、1995年 10月 1日から施行されました。 

 その後もますます少子化・高齢化が進み、勤労者の仕事と家庭生活の両立支援対策の充実が求められる

中、「時間外労働の制限」「深夜業の制限」「子の看護休暇」等の制度が追加されるなどの改正がなされてきま

した。 

 

2．今回の育児・介護休業法改正の背景 

 1966 年（丙午）の年に、それまで 2．0 を若干上回る水準で推移していた「合計特殊出生率」が 1．58 にがく

んと減りました。翌年には再び前年と同水準となったのですが、1971年～1974年の第 2次ベビーブーム以降

は毎年減少を続け、ついに 1989年に 1．57となりました。これは 1966年の数値を下回ったとして「1．57ショッ

ク」と言われ、少子化の進行が国民の間にも大きな問題として広く認識されるようになりました。 

 現在合計特殊出生率は 1．37 となっており、過去最低だった 2005 年の 1．26 より若干上昇していますが、

横ばいとなっています。また、2005年には死亡数が出生数を初めて上回り、我が国は人口減少社会に突入し

たと言われています。 

 さらに、少子化の進行と相まって高齢化も世界に類を見ない勢いで進んでおり、その結果、我が国の人口

は 2055年には 8，993万人となり、総人口に占める 65歳以上の割合は 40％を超えると推計されています。 

 こうした状況を打開するためには、結婚、出産の時期にあたる若年者の経済基盤の安定を図るとともに、子

育てしながら働き続けることができる雇用環境の整備、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進を

図ることが重要と考えられます。 

 こうした背景により、育児・介護休業法が改正され、2010 年 6 月 30 日から、一定規模以下の企業に対する



一部の規定の適用猶予を除き、全面施行されました。 

 

出生数、合計特殊出生率の推移 

合計特殊出生率は横ばいだが出生数は減少している 

 

生産年齢人口の推移 

20年後には生産年齢人口は 57．5％となり、少子・高齢化が一層進行 

 

 

3．育児・介護休業法改正のポイント 

  今回の育児・介護休業法の改正ポイントは大きく 2点あります。 

1つ目は「子育て期間中の働き方の見直し」、もう 1つが「父親も子育てができる働き方の実現」です。 

 それぞれの改正の背景や具体的な内容について、以下にみていきましょう。 

 



○「子育て期間中の働き方の見直し」 

 我が国の女性の働き方をみると、出産、育児期にあたる 30 歳代層で労働力率が一旦落ち込む、いわゆる

「M字型カーブ」を描いていますが、これは先進国では日本と韓国だけの特徴です。 

 女性の育児休業取得率は、2009年には 85．6％と、10年前（1999年）の 56．4％に比べ大きく伸びています

が、一方、働く女性の 7割近くが出産を機に退職しており、出産前後の就労継続の難しさがうかがわれます。 

 

女性の年齢階級別労働力率 

出産・育児期にあたる 30～39歳層をボトムとする M字型カーブを描いている 

 

育児休業取得率の推移 

女性の育児休業取得率は 90％、男性は 1％台と依然低水準 

 

依然として難しい女性の就業継続 

出産前に仕事をしていた女性の約 7 割が出産を気に退職しており、出産休業制度の理容は増えているもの



の、出産前後で就労継続している女性の割合は、この 20年間ほとんど変化がない 

 

こうした状況を改善するため、育児休業から復帰した後の働き方を見直し、仕事と育児の両立を容易にするこ

とを目的として、「短時間勤務制度」を講じることなどが事業主に義務付けられました。 

 

1）短時間勤務制度の義務化 

 3歳未満の子を有する労働者について、1日の所定労働時間を原則として6時間とする措置を含む「短時間

勤務制度」を設けることが事業主に義務付けられました。 

 これにより労働者は事業主に申し出て勤務時間を短縮し、保育園の送迎その他、働きながら子育てする時

間を確保することができるようになりました。 

 なお、この措置は契約期間の定めがある方であっても利用できますが、①雇用されてから 1 年未満、②1 週

間の労働日数が 2日以下、③業務の性質上又は実施体制に照らし短時間勤務制度を講ずることが困難な業

務に従事する方については、労使が合意すれば（労使協定の締結）対象外とされます。 

 

2）所定外労働の免除 

 3 歳未満の子を養育する労働者が請求した場合、事業主は所定労働時間を超えて労働させてはならないこ

ととなりました。 

 この場合、法定労働時間は 1日 8時間（労働基準法）ですが、事業所の所定労働時間が 7時間 30分であ

れば、7時間 30分を超えた労働が免除されます。 

 

3）子の看護休暇制度の拡充 

 子の看護や予防接種、健康診断のため、小学校就学前の子 1人について年 5日、2人以上では年 10日の

休暇を取得できることとなりました。 



 

 この休暇は年次有給休暇とは別に取得できるものですが、給与を支払うかどうかは事業所の取り決めにより

ます。 

 

※次回は「父親も子育てができる働き方の実現」に向けた改正法の内容についてご説明します。 

 

用語解説 

☆三重労働局雇用均等室 

 男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法等を所掌する 厚生労働省の地方出先機

関。都道府県ごとに設置されている「労働局」内  のセクション。 

☆ 合計特殊出生率 

 1人の女性が一生の間に産むと考えられる子の数。 

 

三重労働局雇用均等室では、育児・介護休業法について、労働者や事業所の方からのご相談に対応してい

ます。 

 また、男女雇用機会均等法、パートタイム労働法も取り扱っていますので、お気軽にお問い合わせくださ

い。 

掲載：２０１０ 年９月３０日 

第２回は２０１０年１０月下旬に掲載します。  

このゼミは「フレンテみえ」ホームページで公開しています。  
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